
文部科学省２１世紀環境立国戦略関係平成２０年度予算案について

全体計上額 １８１，６９０

戦略別計上額

戦略１

 
気候変動問題の克服に向けた国際的リーダーシップ １９，７８９

戦略２

 
生物多様性の保全による自然の恵みの享受と継承 ０

戦略３

 
3R を通じた持続可能な資源循環 ０

戦略４

 
公害克服の経験と智慧を活かした国際協力 １，５０３

戦略５

 
環境・エネルギー技術を中核とした経済成長 １５９，０６６

戦略６

 
自然の恵みを活かした活力溢れる地域づくり ０

戦略７

 
環境を感じ、考え、行動する人づくり １，３３２

戦略８

 
環境立国を支える仕組みづくり ０

（百万円）



◆地球温暖化の科学的な知見の不確実性を低減するため、地球環境の観測・監視と地球規模の諸現象のメカニズム解明等、
環境に関する科学技術を推進する。

◆化石燃料に代替可能なエネルギーとして有効な原子力の研究開発を、国民の理解と安全確保を大前提として推進する。

○２１世紀気候変動予測革新プログラム
 

２，２３２百万円（２，３１３百万円）
○地球観測衛星の開発・運用

 
１６，５３６百万円（１３，６７１百万円）

○海洋資源の利用促進に向けた基盤ツール開発プログラム
 
４００百万円（新規）

○地球環境遠隔探査技術等の研究（地球観測システム構築推進プラン）
 

３７３百万円（５７３百万円）
○データ統合・解析システム

 
６２２百万円（６２０百万円）

環境科学技術の研究開発環境科学技術の研究開発

○高速増殖炉サイクルの推進
 

３９，７１９百万円（３９，９９９百万円）
○ＩＴＥＲ（国際熱核融合実験炉）計画等の推進

 
１０，２９８百万円（５，３８２百万円）

戦略１：気候変動問題の克服に向けた国際的リーダーシップ

戦略４：公害克服の経験と智慧を活かした国際協力

戦略５：環境・エネルギー技術を中核とした経済成長

◆教育基本法や学校教育法の改正により、「生命を尊び、自然を大切にし、環境の保全に寄与する態度を養うこと」が教育の目標として
規定された。これらの規定を踏まえ、環境教育・環境学習及び体験活動の推進等に取り組む。

◆戦略７に位置づけられた「２１世紀環境教育プラン～いつでも、どこでも、誰でも環境教育ＡＡＡプラン～」に基づき、環境省をはじめと
する関係省庁とも連携して取組を進める。

○豊かな体験活動推進事業
 

１，０１２百万円（７１３百万円）
○青少年体験活動総合プラン

 
２６４百万円（２４６百万円）

○環境教育推進グリーンプラン
 

５５百万円（９０百万円）
○エコスクールパイロット・モデル事業

 
１１４，９７１百万円の内数（１１４，０２１百万円の内数）

環境教育・環境学習の推進環境教育・環境学習の推進

戦略７：環境を感じ、考え、行動する人づくり

２１世紀環境立国戦略２１世紀環境立国戦略関係平成２０年度関係平成２０年度予算案予算案についてについて

環境教育・環境学習の推進、環境科学技術の研究開発を両輪として施策を重点的に実施
（（

 
）内は平成１９年度予算額）



豊かな体験活動推進事業

平成２０年度予算案

 

１，０１２百万円（７１３百万円）

◆学校教育法の改正(H13.7施行)：社会奉仕体験や自然体験等の体験活動を充実

◆新学習指導要領の実施による体験活動の充実
（小・中学校：平成14年度～

 

高等学校：平成15年度～）

背
景

児童生徒の豊かな人間性や社会性を育むためには、成長段階に応じて、自然の中での長期宿泊体

 

験や社会奉仕体験活動など様々な体験活動を行うことが有意義。命を大切にする心や他人を思い

 

やる心、規範意識等の育成を図ること等は極めて重要であり、豊かな心の育成に向け、各学校にお

 

ける体験活動の取組を推進。取組の成果を全国に普及させ、円滑な体験活動の展開に資する。

児童生徒の輝く心育成事業
～ふれあい応援プロジェクト～
【新規】

 

（６地域×１校）

小・中学校を指定し、世代間交流や動

 

植物の育成を通じて感性を育み、命の

 

大切さを学ばせる体験活動プログラム

 

について調査研究を実施。

高校生の社会奉仕活動推進校
【新規】

 

（６地域×１校）

各都道府県の高等学校を指定し、社

 

会奉仕活動のプログラムについて調

 

査研究を実施。

体験活動推進協議会の設置

 

【新規】
（４７地域）

体験活動を推進するための課題や成果を議論したり、

 

各学校への情報提供を行う協議会を各都道府県に立

 

ち上げ、各学校における様々な体験活動を推進する。

①農山漁村におけるふるさと生活

 

体験推進校【新規】

 

（４７地域×５校）

農林水産省と連携してモデル地区を指

 

定し、学校と受入地区を同時に支援す

 

ることにより、農山漁村における生活体

 

験活動を推進。

※文部科学省、農林水産省、総務省の３省が連携した

 

「子ども農山漁村交流プロジェクト」として実施

②学校教育における人間力向上のため

 

の長期宿泊体験活動推進プロジェクト

 

～仲間と学ぶ宿泊体験教室～【継続】

 

（６地域×１校）

長期宿泊活動を通じて様々な体験活動

 

を行い、人間力の基礎の戦略的な育成を

 

支援。

自然の中での長期宿泊体験事業

ブロック交流会の開催：各学校での取組を発表し、取組の成果を全国へ普及する。

※その他、体験活動の実践例を収集した事例集を作成し、全国へ取組の普及を図り、体験活動を推進する。



支 援

現状

 

自立の意欲に欠ける青少年の増加（不登校、引きこもり、ニート）

生活習慣の乱れ

◆夜更かし

◆朝食欠食

希薄な対人関係
◆保護者の関与が少ない
◆地域の大人の関与が少ない
◆仲間との接触が少ない

原因

対応

 

自然体験や生活体験など体験（集団宿泊）活動の必要性の高まり

直接体験の不足

◆体を動かす体験
◆自然体験

青少年教育における取組

小学校自然体験活動
プログラム開発事業

自然体験活動指導者養成事業

学校教育における取組

小学校長期自然体験活動
支援プロジェクト

青少年の課題に対応した
体験活動推進プロジェクト

○自立に支援を要する
青少年の体験活動

○青少年の発達段階に
応じた自然体験

○自然体験指導者の在り方に
関する調査研究

10か所

○省庁連携による地域
ネットワーク型体験活動

○都市と農山漁村の
青少年相互交流推進事業

○廃校等を活用した生活体験

10か所

○青少年教育施設等の
特色あるプログラム開発

24か所

○補助指導者養成事業

のべ50か所

○全体指導者養成事業

のべ100か所

多様な場を活用した
生活体験推進事業

意欲を育む自然体験推進事業

基
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針
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０
０
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青少年体験活動総合プラン青少年体験活動総合プラン
（平成19年度予算額

 

246百万円）

平成20年度予算案

 

264百万円



○地球規模の環境問題の解決のため、持続可能な社会を構築するための取組の
必要性から、学校における環境教育の重要性が高まっている。

○国際的な動向
・国連において「持続可能な開発のための教育の10年(ＥＳＤ)」が決議され、世界
各国で鋭意取組が進められている。

○国内的な動向
・教育基本法及び学校教育法に「環境の保全に寄与する態度を養うこと」が新た
に規定。
・「21世紀環境立国戦略」（平成19年6月閣議決定）では、「21世紀環境教育プラン」
の中で、学校・家庭・地域等を通じた環境教育の充実を図ることとされている。
・「経済財政改革の基本方針2007」（平成19年6月閣議決定）では、「環境立国戦
略」の中に、環境教育が位置付けられている。

背景

学校教育における環境教育の推進学校教育における環境教育の推進

環境教育推進グリーンプラン
－持続可能な社会の構築を目指した環境教育の推進－

環境省との連携・協力

環境教育推進グリーンプラン

環境教育・環境学習指導者養成基礎講座

・地球環境観測学習プログラム（GLOBE）
計画への参加

・環境教育に関する実践発表大会（全国大
会）の開催

・普及用リーフレットの作成・配布

環境教育実践普及事業

新しい環境教育の在り方に関する調査研究

・持続可能な開発のための教育（ＥＳＤ）に
関する調査研究

・調査研究会議等（活用事例集の作成等
の実施）

・環境教育を担当する教員の資質能力の

向上のための研修の実施

・研修カリキュラム・教材の作成・配布



環境を考慮した学校施設(エコスクール)のパイロット・モデル事業

１．パイロット・モデル事業のフレーム

２．認定実績

H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 合計

18校 20校 20校 41校 58校 88校 97校 98校 101校 70校 77校 688校

３．経緯
平成 ９年度： 「エコスクールパイロット・モデル事業」を開始。

太陽光発電の導入について、経済産業省と連携。

平成１４年度： 地域材等を利用した内装等の木質化について、農林水産省と連携。

、 。平成１７年度： 地球温暖化を防ぐ学校エコ改修や燃料電池の導入について 環境省と連携

文部科学省 経済産業省

環境省

農林水産省

■エコスクールの整備

■地球温暖化対策

■新エネルギーの導入

■地域材の導入

支

援

○公立学校施設整備費
負担・補助率

・新増築 １／２

・改築 １／３

・大規模改造 １／３

○地球温暖化対策関係予算の
活用

・地球温暖化を防ぐ学校
エコ改修事業
（補助率：１／２）

・学校への燃料電池導入
事業
（補助率：１／２）

○地域新エネルギー・省エ
ネルギービジョン策定等
事業の活用

○新エネルギー関係予算の
活用
・新エネルギー技術

フィールドテスト事業
(補助率：１／２以内)

・地域新エネルギー等導
入促進事業
(補助率：１／２以内)

○林業・木材産業等振興対
策関係予算の活用

・木造公共施設整備のう
ち学校関連施設整備
（交付率：１／２）

エコスクール整備

基本計画の策定

建物等の整備

（施設面）

維持・管理

（運用面）

環境教育への活用

（教育面）

（都道府県又は市町村）

支

援
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援



京都議定書第一約束期間以降の削減目標の設定や政府及び国民の対策行動の促進に貢献

２１世紀気候変動予測革新プログラム２１世紀気候変動予測革新プログラム

地球温暖化予測の重要性

［気候変動に関する政府間パネル（ＩＰＣＣ）第４次評価報告書(2007)］

２１世紀末の地球の平均地上気温は、化石エネルギー源を重視しつつ
高い経済成長を実現する社会では約４．０度（2.4度～6.4度）上昇すると予測。

以下に示されるような深刻な環境影響がもたらされることを示唆。

全球温度上昇予測図

 
〔2100年〕

真夏日日数の変化

プログラムの内容

予測の現状

我が国の最新の予測結果

北極圏の気温が現在

 
より１０℃以上上昇し、

 
氷が相当部分融ける。

我が国においては、

 
1年の

 

うちの約1/3 
が最高気温

 

３０℃

 
以上の真夏日になる。

温暖化予測モデルの高度化（複雑

な物理、化学変化の詳細な再現）

予測モデルの信頼度の明確化

（誤差の定量化・低減）

温暖化予測情報の政策応用

（環境省との緊密な連携）

自然災害分野への適用（異

 常気象による災害リスク解析）

世界最高性能を誇る地球シミュレータを駆使し、政策検討、対策立案での

 応用に耐える高い精度・解像度をもつ地球温暖化予測の実現を目指す。

より信頼度の高い温暖化予

 測により、より確かな科学

 的根拠を与えることが急務。

2013年頃に予定されている

 ＩＰＣＣ第５次評価報告書

 

と

 りまとめに向けて、今後５年

 間集中的に投資することが

 必要。

戦略重点科学技術：21世紀の気候変動を正確に予測する科学技術



地球観測衛星に係る研究開発の推進

第２回地球観測サミット（平成１６年４月、東京）において、ＧＥＯＳＳ（複数システムからなる全球

 地球観測システム）構築が合意。我が国として、気候変動・水循環変動等の解明に貢献する観測

 データの収集・提供をするため、地球観測衛星に係る研究開発を推進。

【温室効果ガス観測技術衛星（ＧＯＳＡＴ）】
9,727百万円（10,796百万円）

京都議定書における先進国の排出量削減効果の把握等

 
の環境行政に貢献。
温室効果ガス（二酸化炭素、メタン等）の濃度分布を測定。
平成２０年度に打上げ予定。

（環境省等との共同研究プロジェクト）

【地球環境変動観測ﾐｯｼｮﾝ（ＧＣＯＭ）】
4,646百万円（2,127百万円）

全球的な水循環の解明に必要不可欠

 
な海面水温、海上風、水蒸気等に係る

 
データを取得。これらの取得データに

 
より、気候変動予測に係る精度の向上、

 
気象・海況の把握等に貢献可能。
平成２３年度に打上げ予定。

【全球降水観測／二周波降水レーダ

 

（ＧＰＭ／ＤＰＲ）】
1,793百万円（748百万円）

日米の共同プロジェクト。
全球的な水循環の解明に必要不可欠な高精度の降水シス

 
テムの水平・鉛直構造の解明に貢献。日本は、同衛星に搭

 
載するセンサを開発。
平成２５年度に打上げ予定。

【雲ｴｱﾛｿﾞﾙ放射ﾐｯｼｮﾝ／雲ﾌﾟﾛﾌｧｲﾘﾝ

 
ｸﾞﾚｰﾀﾞ

 

（ＥａｒｔｈＣＡＲＥ／ＣＰＲ）】
370百万円（新規）

日欧の共同プロジェクト。
大気中の雲・エアロゾルの三次元観測

 
を行うことにより、気候予測／気象予報

 
のモデルにおける誤差等の解消を行う

 
とともに、社会活動と気候変動の関連

 
の把握に貢献。
平成２５年度に欧州宇宙機関（ESA）が

 
打上げ予定。



海洋資源の利用促進に向けた基盤ツール開発プログラム

「海洋基本法」の施行（平成19年7月20日）を受けて、海に囲まれた我が国が

 
新たな海洋立国の実現を図る。

背景

・我が国の排他的経済水域は国土の12倍かつ世界
第6位の広さをもつ。（※現在、関係府省連携のもと
大陸棚拡大のための調査を実施中）

平成２０年度予算案（新規）：４億円（５か年）

研究課題

大水深海域におけるｴﾈﾙｷﾞｰ資源（ﾒﾀﾝﾊｲﾄﾞﾚｰ

 
ﾄ）の賦存把握を目的とした海底探査を実施する

 
ためのｾﾝｻｰ等の要素技術や設備機器の開発

関係府省における海洋資源の将来にわたる持続的な開発・利用に関する政策に寄与関係府省における海洋資源の将来にわたる持続的な開発・利用に関する政策に寄与

◇ｴﾈﾙｷﾞｰ資源の探査技術◇ｴﾈﾙｷﾞｰ資源の探査技術

・資源が限られた我が国にとって、海洋資源の有効
活用が重要

・国は、まだ科学的に解明されていない分野が多い海洋における科学的知見を充実
させる義務を有する。（第4条）

・海洋資源（鉱物、エネルギー等）の開発・利用の推進が必要である。（第17条）

・海洋科学技術に関する研究開発の推進のためには大学等の関係機関がより積極的

な連携を図る必要がある。（第23条）

参考

現状と課題

◇大学等が有する基礎的な研究や要素技術を核として関係機関との連携のもと実施（実施機関は公募で選定）

◇公募によって大学等から提案された課題は、外部有識者や関係府省等による審査を行い決定

◇大学等が有する基礎的な研究や要素技術を核として関係機関との連携のもと実施（実施機関は公募で選定）

◇公募によって大学等から提案された課題は、外部有識者や関係府省等による審査を行い決定

研 究 成 果研 究 成 果

◇鉱物資源の探査技術◇鉱物資源の探査技術

海底熱水鉱床における鉱物資源の賦存把握

 
を目的とした海底探査を実施するためのｾﾝ

 
ｻｰ等の要素技術の開発

実施体制

プログラム概要プログラム概要

我が国周辺海域における、

鉱物及びｴﾈﾙｷﾞｰ資源の確保の国際的な開発競争が激化

我が国周辺海域における、

鉱物及びｴﾈﾙｷﾞｰ資源の確保の国際的な開発競争が激化
鉱物・ｴﾈﾙｷﾞｰ資源の探査技術の向上のため海底探査
等のためのｾﾝｼﾝｸﾞ等の要素技術の開発が必要

鉱物・ｴﾈﾙｷﾞｰ資源の探査技術の向上のため海底探査
等のためのｾﾝｼﾝｸﾞ等の要素技術の開発が必要



◎地球温暖化・
炭素循環への対応

・高密度・高精度の二酸化炭素吸収
量分布図の作成
・温暖化予測の不確実性要因の減

 少に寄与

◎水循環・
気候変動への対応

・我が国を含むアジアモンスーン地

 域の降水，気候変動予測能力の向

 上
･水環境の把握のための洪水・渇水

 予測に効果的なモニタリング体制の

 構築

◎対流圏大気変化
への対応

・人間活動等により地表から対流圏
に放出される物質が、大気汚染、
酸性雨、気候変動に及ぼす影響の
全球規模でのモニタ

 
リングと予測

に寄与

◎

 
GEOSS構築10年実施
計画に謳われた社会・
経済的利益の実現

◎

 
我が国を含むアジア各
国に多大の利益

公
募
に
よ
り
適
切
な
研
究
課
題
・実
施
機
関
を
選
定

公
募
に
よ
り
適
切
な
研
究
課
題
・実
施
機
関
を
選
定

地地
 

球球
 

観観
 

測測
 

シシ
 

スス
 

テテ
 

ムム
 

構構
 

築築
 

推推
 

進進
 

ププ
 

ララ
 

ンン

実施中のプロジェクト

◎地球温暖化・炭素循環観

 測研究ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

 

◎地球温暖化・炭素循環観
測研究ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

海洋における二酸

 化炭素吸収量把

 握等のための技

 術開発，観測研究

 等

H20 83百万
（180百万）

◎ｱｼﾞｱﾓﾝｽｰﾝ地域水循環・

 気候変動観測研究ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

 

◎ｱｼﾞｱﾓﾝｽｰﾝ地域水循環・
気候変動観測研究ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

空白域空白域

観測ブイ

ドップラーレーダ

エルニーニョ

イ
ン
ド
洋
ダ
イ
ポ
ー
ル
モ
ー
ド

空白域空白域

観測ブイ観測ブイ

ドップラーレーダドップラーレーダ

エルニーニョ

イ
ン
ド
洋
ダ
イ
ポ
ー
ル
モ
ー
ド

ｱｼﾞｱﾓﾝｽｰﾝ地域

 の水循環メカニズ

 ムの解明に向けた

 空白域の観測研

 究等

H20 456百万
（356百万）

◎対流圏大気変化観測

 研究ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

 

◎対流圏大気変化観測
研究ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

対流圏中の物質

 
（オゾン、エアロゾ

 
ル等）の３次元的な

 
高精度観測技術の

 
開発と気候への影

 
響のモニタリング

 
研究等

H20 34百万
(37百万）

１０年実施計画の実施において優先度の

 高い観測研究であり、日本が適切な国際

 分担の下に実施することで、地球観測シ

 ステムの構築に大きく貢献する以下の研

 究を推進。

 
●

 
日本が先導して技術革新を行うこと
により、その実現が図れるもの。

●

 
日本に直接的な影響のあるアジア・
太平洋地域の事象に関する国際的な
観測研究であり、海外に十分な観測
を行う能力がなく、日本のリーダー
シップにより観測ネットワークの形成
が可能となるもの。

１０年実施計画の実施において優先度の

 高い観測研究であり、日本が適切な国際

 分担の下に実施することで、地球観測シ

 ステムの構築に大きく貢献する以下の研

 究を推進。

●

 
日本が先導して技術革新を行うこと
により、その実現が図れるもの。

●

 
日本に直接的な影響のあるアジア・
太平洋地域の事象に関する国際的な
観測研究であり、海外に十分な観測
を行う能力がなく、日本のリーダー
シップにより観測ネットワークの形成
が可能となるもの。

●

 
G８エビアンサミットでの小泉総理の提

唱により開催された地球観測サミット（平
成15年‐17年に３回開催）において、全球
地球観測システム（GEOSS）構築のため
の10年実施計画を策定。

●

 
我が国においては、総合科学技術会議
が、「地球観測の推進戦略」（平成16年
12月）をとりまとめ。

●

 
我が国が全球地球観測システムの構築
に向けて先導的に取り組むべき課題を地
球観測システム構築推進プラン」により
推進。

経緯

事業内容



データ統合・解析システム

科学的理解の深化

宇宙からの地球観測データ 海洋現場観測データ

衛星観測によるCO2 ，降雨、植生データ

０．３ペタバイト超
モデルによる気候予測データ

０．２ペタバイト超

数値モデルによる全球予測データ

フィールド
サーバー

陸上観測データ

気象観測

社会経済データ

河川流域の
経済価値データ

全地球大容量観測・モデル出力データ 局所的現場観測、社会経済情報などの多種多様データ

船舶

ブイ農作物管理情報

水循環分野
応用例

ダム最適運用システムの構築と警戒情報創出への取組

国内ダム管理の高効率化への貢献と、水循環メカニズムの

 
解明により洪水・渇水被害軽減につながる警戒情報の創出

流域モデル

生態系分野

生産管理の最適化

作物育成モデル

収量予測情報提供による生産性向上への
寄与と、特定外来生物対策の高度化

特定外来生物対策の
高度化

分布予測モデル

温暖化・気候変動分野

温暖化による災害リスク増大の予測等と
観測データとの重ね合わせ

（統計的処理）による検証・補正

応用例

温暖化モデル

夏季の豪雨（１日の降水量１００mm
以上）日数の変化

温暖化予測の検証・補正

不均質、大容量、多種多様なデータを科学的・社会的に有用な情報に変換して提供する

データ統合・解析システムデータ統合・解析システム
集中型多機能汎用システム

ユーザにとって画期的な処理・解析・表示機能を提供

最先端IT・高度情報処理技術を駆使

１ペタバイト超の超大容量

 

データ処理・解析空間を使用

実施機関：東京大学・JAMSTEC・JAXA 共同チーム 国立情報学研究所等と連携

様々なデータ保有機関・ユーザ機関（気象庁、国立環境研究所、国土交通省、農林水産省など）
と連携・協力し、社会に直接役立つ情報を提供する

応用例



○

 

エネルギー資源に乏しい我が国において、高速増殖炉サイクル技術を確立することにより、長期的なエネル

 ギー安定供給を確保することは国の存立基盤をなす重要課題であり、第３期科学技術基本計画において、国家

 的な大規模プロジェクトとして基本計画期間中に集中的に投資すべき基幹技術（国家基幹技術）として位置づけ

○

 

国際原子力エネルギー・パートナーシップ（GNEP）構想等を通じて、我が国が先導して高速増殖炉サイクル技

 術を提案することで、国際標準化を目指すなど国際競争力を確保する上で重要な技術

長期的エネルギー安定供給

 

：

 

ウランを数十倍有効利用（２１００年頃は海外から燃料（ウラン）の輸入不要）
地球環境との調和の取れた発展

 

：

 

発電過程で二酸化炭素を放出しない、高レベル放射性廃棄物の量を低減 （軽水炉に比べ約１／４）

実用炉実用炉

実用化ＦＢＲサイクル

炉

再

 
処

 
理

燃

 
料

 
製

 
造

実
証
段
階

の
施
設

実
証
段
階

の
炉
等

・経済性の実証

・官民の役割分担

民 間

２０２５年頃２０２５年頃

実用実用サイクル施設サイクル施設

２０５０年頃２０５０年頃

（ナトリウム冷却・ループ
型炉の研究開発を実施）

原型炉「もんじゅ」原型炉「もんじゅ」

高レベル放射性物質研究施設高レベル放射性物質研究施設

第３開発室で「もんじゅ」のＭＯＸ燃料
等の研究開発を実施

プルトニウム燃料製造施設プルトニウム燃料製造施設

実験炉「実験炉「常陽常陽」」

2008年度中に運転再開

高速増殖炉サ高速増殖炉サ

 
イクル実用化イクル実用化

 
研究開発研究開発

平成平成2020年度予算案年度予算案

 

：：

 

39,71939,719百万円百万円
（平成（平成1919年度予算額年度予算額

 

：：

 

39,99939,999百万円百万円) ) 
※※運営費交付金中の推計額を含む運営費交付金中の推計額を含む

国



幅広いアプローチＩＴＥＲ計画

○

 

人類究極のエネルギーである核融合エネルギーの実現を目指して、ＩＴＥＲ計画と幅広いアプローチを戦略

 重点科学技術として推進

ＩＴＥＲ計画

 

：核融合実験炉の建設・運転

幅広いアプローチ：ＩＴＥＲと並行して補完的に取り組む先進的核融合研究開発

○

 

イーター協定は、２００７年１０月２４日に発効

○

 

幅広いアプローチ協定は、２００７年６月１日に発効

○実施極：日、欧

○実施地：青森県六ヶ所村、茨城県那珂市

○総経費：９２０億円を日・欧で半分ずつ負担

○計画：１０年間

○実施プロジェクト

①国際核融合エネルギー研究センター

・原型炉設計・研究開発調整センター

・ＩＴＥＲ遠隔実験研究センター

・核融合計算センター

②国際核融合材料照射施設の工学実証・工学設計活動

③ｻﾃﾗｲﾄ･ﾄｶﾏｸ計画（予備実験等の実施によるITER支援）

○参加極：日、欧、米、露、中、韓、印

○建設地：フランス・カダラッシュ

○核融合熱出力：５０万ｋＷ（発電実証はしない）

○ＩＴＥＲ機構長：池田要氏

○日本の分担割合：

建設期：9.1％、運転期：13％

○計画（予定）：

建設：10年間、運転：20年間、

除染：

 

5年間

平成２０年度予算案：１０３億円
（平成１９年度予算額：

 

５４億円）ＩＴＥＲ（国際熱核融合実験炉）計画

平成２０年度予算案：５６億円

○国際核融合エネルギー研究センター

 

２８億円
○国際核融合材料照射施設の工学実証・工学設計活動

１１億円
○サテライト・トカマク計画

 

２８億円

平成２０年度予算案：４７億円

○ＩＴＥＲ機構の分担金

 

１２億円

 ○ITER機器の製作や試験、国内機関の活動、人員派遣等

４２億円
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